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１ 計画概要 

 

１－１．計画の趣旨 

平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災では多くの尊い命が奪われ、平成 16 年 10 月の新潟県中越地

震、平成 17 年 3月の福岡県西方沖地震、平成 19 年７月の新潟県中越沖地震など大地震が頻発し

ており、大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっています。ま

た平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災は、東北地方から関東地方にかけて広域的に甚大な被

害をもたらしました。 

日野町にはこれまで大きな地震災害の記録はありません。しかし、町の周辺には多くの活断層

が存在し、日野町においても地震が発生する恐れがあります。また、今後、深刻な被害が心配さ

れる地震として南海トラフ地震が発生する可能性があります。国も「南海トラフ地震に係る地域

指定」を行っており本町を含む県内すべての市町が指定されています。 

平成 17 年 9 月に、国の中央防災会議において「建築物の耐震化緊急対策方針」が決定され、

地震による被害軽減対策の中でも死者数軽減（半減）の最も効果的なものが、「建築物の耐震化」

であるとの指摘がなされ、国においては住宅および特定建築物（学校、病院、百貨店、事務所な

どで一定規模以上の建築物）の現状の耐震化率を現在の 75％から、10 年後の平成 27 年度までに

90％に引き上げることを目標とするという方針が出されました。 

こうした目標達成のため、平成 17 年 11 月 7 日に「計画的な耐震化の推進」「建築物に対する

指導等の強化」「支援措置の拡充」を柱とした「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下「耐

震改修促進法」という。）の改正が行われました。法改正に伴い、建築物の計画的な耐震化を図

るため、国は建築物の耐震診断および耐震改修の促進を図るための基本方針を定め、県は基本方

針に基づいた県の耐震改修促進計画の策定が義務付けられたことによって、平成 19年 3 月に「滋

賀県既存建築物耐震改修促進計画」を策定しました。さらに市町においては市町の耐震改修促進

計画の策定に努めるよう定められ、日野町においても「日野町既存建築物耐震改修促進計画」を

策定しました。その後、平成 25年 11 月に改正耐震改修促進法が施行され、建築物の耐震改修に

対する取組みが強化されるとともに、国では国土の強靭化をさらに進めるため、平成 26 年 6 月

に「国土強靭化基本計画」を閣議決定し、これに基づき平成 27 年 6 月に国土強靭化推進本部に

おいて、「国土強靭化アクションプラン２０１５」が策定されています。 

 

本計画は、これまでの耐震化の取組み状況や改正された耐震改修促進法を踏まえた上で、これ

らの国および県の基本方針に基づき、平成 20 年 3 月に策定した「日野町既存建築物耐震改修促

進計画」の見直しを行い、「日野町既存建築物耐震改修促進計画（改訂）」を定めるものです。 
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１－２．計画の目的 

(1) 計画の目的 

本計画は、地震発生時における建築物の倒壊等の被害から、町民の生命・身体および財産を

保護するため、日野町と滋賀県が連携して、町内の建築物の耐震診断および耐震改修を計画的

に促進するための方法、および基本的な枠組を定めることを目的とします。 

(2) 計画の位置づけ 

本計画は、耐震改修促進法第 6 条および国土交通大臣が定めた基本方針、滋賀県既存建築物

耐震改修促進計画に基づき、日野町内の耐震改修の促進に関する総合的な計画として作成しま

す。 

具体的には、本計画の上位計画にあたる日野町地域防災計画に定められている事項※1 を考慮

し、防災上重要な建築物や公共施設の耐震化を重点的に推進するとともに、耐震性向上の必要

性に関する知識の普及・啓発を行い、町内にある建築物の耐震診断・耐震改修の計画的な促進

のための指針として位置づけます。 

※１ 「日野町地域防災計画（地震災害対策編）」における「第２編 災害予防計画」「第１章 防災基

盤の整備」のうち、｢第２節 建築物等の安全対策｣の「第１ 公共施設等災害予防計画」「第２ 教

育施設等災害予防計画」ならびに「第３ 民間建築物災害予防計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日野町既存建築物耐震改修促進計画 日野町地域防災計画 

滋賀県既存建築物耐震改修促進計画 

（国）基本方針 

図表 1-1 本計画の位置づけ 
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(3) 計画の役割 

本計画は、日野町、滋賀県および建築関係団体、建築物所有者、建築物技術者等がそれぞれ

の役割を果たし、互いに連携を図り、耐震改修促進法に基づき、既存建築物の耐震診断・耐震

改修を促進するためのマスタープラン（基本計画）とします。 

(4) 計画の期間及び対象地域 

本計画の実施期間は、平成 28 年度から平成 37年度までの 10 年間とします。 

なお、本計画で定めた目標については、5 年目に進捗状況の点検を行い、必要に応じ計画の見

直しを行います。 

また、本計画の対象区域は日野町全域とします。 

(5) 耐震改修促進法改正の概要 

耐震改修促進法は、本計画の関連上位法であり、平成 7 年 10 月公布、平成 18 年 1 月の耐震

改修促進法施行によって、都道府県計画の策定が定められました。その後、平成 25 年 11 月 25

日に改正された耐震改修促進法が施行され、建築物の耐震改修を促進する取り組みを強化する

措置が講じられました。改正された耐震改修促進法によって強化された主な取り組みは、以下

のとおりになります。 

 

①不特定多数が利用する建築物、避難配慮を要する建築物及び危険物貯蔵場・処理場のうち 

大規模なものについて、平成 27年 12 月までに耐震診断の実施と所管行政庁への結果報告を 

行うことが法律で義務付けられました。（要緊急安全確認大規模建築物） 

②学校、集会場及び病院等の防災拠点となる建築物や避難路沿道の建築物について、都道府 

県や市町村が耐震診断の義務付けを行うことができるようになりました。（要安全確認計画記 

載建築物） 

③耐震改修を円滑に促進するために、耐震性に係る表示制度の創設、認定された耐震改修に 

ついて容積率・建ぺい率の特例及び区分所有建築物（マンション等）の大規模な耐震改修を 

行おうとする場合の決議要件の緩和などの措置が設けられました。 

 

 (6) 本計画で扱う建築物の定義  

耐震改修促進法の改正により、法改正前の「特定建築物」のうち、大規模な建築物や多数の

者が利用する建築物等は、より耐震化を促進する必要があるものとして耐震診断を義務付けさ

れました。これらの建築物は、「要緊急安全確認大規模建築物」、「要安全確認計画記載建築物」

と呼称されます。その他、本計画で扱う建築物の定義は次のとおりです。 
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 ① 要緊急安全確認大規模建築物と特定既存耐震不適格建築物 

平成 25 年の耐震改修促進法の改正に伴い、法改正前の定義で「特定建築物」であったものが、

その用途・規模により細分化され、一部の用途で大規模なものを「要緊急安全確認大規模建築

物（附則第 3条）」、それ以外のものを「特定既存耐震不適格建築物（耐震改修促進法第 14条第

1 号、2 号、3 号）」と定められました。また、本計画ではこれらを総称して「特定既存耐震不適

格建築物」と呼ぶこととします。 

 ② 要安全確認計画記載建築物 

大地震時の通行を確保するため、都道府県または市町村が道路を指定し、その沿道建築物の

耐震診断を義務付けることができるようになりました。また、病院、官公署その他大規模な地

震が発生した場合においてその利用を確保すべき建築物として都道府県が指定したもの（防災

拠点等）についても、耐震診断を義務付けることができるようになりました。これらを総称し

「要安全確認計画記載建築物」と定められました。 

  ③ 特定既存耐震不適格建築物 

   本計画では、耐震改修促進法第 14条第 1号、第 2号、第 3 号で定められた以下の建築物と 

  します。 

    ・多数の者が利用する大規模建築物 

    ・一定以上の危険物を取り扱う建築物 

    ・避難路沿道通行障害建築物 

図表 1-2 建築物定義の構成 

危険物 
貯蔵・ 
処理を 
行う 
建築物 
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  ④ 地震発生時に通行を確保すべき道路の沿道建築物 

 地震発生時に通行を確保すべき道路の沿道建築物は、県もしくは町が指定した道路の沿道 

にあり、倒壊によって道路をふさぐおそれのある一定以上の高さを持つ建築物です。（図表 1- 

3 参照） 

 県が指定する道路沿いの建築物としては、所有者に耐震診断の義務が課せられる要安全確 

認計画記載建築物である避難路沿道通行障害既存耐震不適格建築物（耐震改修促進法第 5条 

第 3 項第 2 号）と所有者に耐震診断の努力義務が課せられる特定既存耐震不適格建築物であ 

る避難路沿道通行障害建築物（耐震改修促進法第 5 条第 3 項第 3 号）があり、県が指定する 

道路については、滋賀県既存建築物耐震改修促進計画において規定されています。 

 

図表 1-3 道路をふさぐおそれのある住宅・建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 住宅 

 本計画では、木造住宅（戸建て、長屋、アパート等）、非木造住宅（戸建て、長屋、アパー 

ト等）、マンション（非木造の共同住宅）の建築物とします。なお、本計画では住宅は、戸数 

として扱い、共同住宅等は１棟で複数の戸数となります。 

 ⑥ 町有建築物 

 本計画では、防災上特に重要な町有建築物、防災上重要な町有建築物とします。 

①前面道路（通行を確保すべき道路）

 幅員が 12ｍ以下の場合 

 6ｍの高さを超える建築物 

②前面道路（通行を確保すべき道路）

 幅員が 12ｍ以上の場合 

 幅員の 1/2 の高さを超える建築物 
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２ 耐震診断および耐震改修の目標 

 

２－１．想定される地震の規模・被害状況 

本町内において発生が指摘されている地震の規模、人的

被害・建築物被害の想定を下表に示します。 

特に高い確率で発生が懸念される地震は海溝型地震で

ある南海トラフ地震です。この地震に関しては「南海トラ

フ地震に係る地域指定※」に本町も指定されており、今後

注視する必要があります。 

また、滋賀県において過去に大きな被害を出した断層と

して、「琵琶湖西岸断層地震」の発生確率（30 年以内）は、

最大値 3％とされており、今後も注視することが求められ

ています。さらに、過去に地表で活断層が認められない地

点において地震が発生したことがあったことから、全国ど

こでも起こりうる本町直下の地震も想定しておく必要が

あります。 

 

※南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に係る特別措置法第 3条 

 

 

 
 

 

出典） 保存版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ「できることから地震対策」， 

滋賀県より編集作成した。 

 

図表 2-1 日野町に被害をもたらす恐れのある地震の発生確率と規模 

想定地震 発生確率（30年） 規 模 

南海トラフ地震 70％ M8～M9 

琵琶湖西岸断層帯（北部） 1～3％ M7.1 

琵琶湖西岸断層帯（南部） ほぼ 0％ M7.5 

鈴鹿西縁断層帯 0.08～0.2％ M7.6  

頓宮断層 1％以下 M7.3 

出典：国の地震調査研究推進本部・地震調査委員会／平成 28年 1 月 
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また、県による「琵琶湖西岸断層帯地震」（ケース１、ケース２）※と「鈴鹿西縁断層帯地震」

（ケース１、ケース２）※「南海トラフ地震」（基本ケース、陸側ケース）※の、本町における地

震被害想定結果は、以下のようになっています。 
※「琵琶湖西岸断層地震」のケースは以下の通りの設定 

     ケース１：琵琶湖西岸断層帯の北部からの断層破壊を仮定 

     ケース２：琵琶湖西岸断層帯の南部からの断層破壊を仮定 

※「鈴鹿西縁断層地震」のケースは以下の通りの設定 

     ケース１：鈴鹿西縁断層帯の南側からの断層破壊を仮定 

     ケース２：鈴鹿西縁断層帯の北側からの断層破壊を仮定 

   ※「南海トラフ地震」のケースは以下の通り設定 

     基本ケース：従来に検討された震源域を最新の知見により可能性がある範囲で拡大し、 

           地震規模を大きく設定 

     陸側ケース：基本ケースの強振動生成域を可能性がある範囲で陸側にシフトして設定 

 

図表 2-2 日野町内における地震被害想定結果 

想定地震 
発生
時刻

建物被害 人的被害 地震火災 １週間後の

全避難者数全壊棟数 半壊棟数 死者数 負傷者数 全焼 

琵琶湖西岸断
層帯地震 
（ケース１） 

早朝

－ －

－ － －

21昼間 － － －

夕刻 － － －

琵琶湖西岸断
層帯地震 
（ケース２） 

早朝

－ 5

－ － －

24昼間 － － －

夕刻 － － －

鈴鹿西縁断層
帯地震 
（ケース１） 

早朝

435 1668

16 222 －

1983昼間 23 285 －

夕刻 25 348 －

鈴鹿西縁断層
帯地震 
（ケース２） 

早朝

512 1773

21 247 －

2412昼間 30 314 －

夕刻 31 390 －

南海トラフ 
地震 
（基本ケース） 

早朝

60 672

－ 13 －

430昼間 － 16 －

夕刻 － 38 －

南海トラフ 
地震 
（陸側ケース） 

早朝

283 1963

5 102 283

2306昼間 10 124 283

夕刻 13 272 283

出典：「滋賀県地震被害想定調査」、滋賀県、平成 26年 3月 

注１ －（ハイフン）は、ごくわずか（数値計算上５未満）であることを示す 

注２ 全避難者とは、知人、親戚宅もしくは賃貸住宅等での避難生活者を含む人数 

 

  本町に被害をもたらす可能性が大きい「鈴鹿西縁断層帯地震」の地震予測の結果と建物全壊率 

 予測の結果は図表 2-3 及び図表 2-4 に示すとおりです。 
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図表 2-3 鈴鹿西縁断層帯地震の滋賀県における震度分布図 

図表 2-4 鈴鹿西縁断層帯地震の滋賀県における建物全壊・全焼分布図 

 
Case1                                      Case2 

Case1                                      Case2 
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２－２．耐震化の現状 

 
 (1) 住宅 

① 住宅の耐震診断の状況 

町は県と協力して、平成 15 年度から耐震性能の低い在来木造住宅（昭和 56 年 5 月以前着工）

の無料耐震診断「木造住宅耐震診断員派遣事業」を実施しており、本町における診断実績は、

平成 27 年度末で 102 件となっています。 

 

図表 2-6 木造住宅耐震診断員派遣事業の実施実績（平成 27 年度末現在） 

年度 
平成 

15～18 年度 
平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

実施件数 28 件 20 件 20 件 10 件 10 件

年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

実施件数 4件 1件 5件 1件 3件

 

診断の結果、「倒壊しない」および「一応倒壊しない」と判定された住宅（上部構造評点 1.0

以上）が 1.0%、「倒壊する可能性がある」および「倒壊する可能性が高い」と判断された住宅

（上部構造評点 1.0 未満）が 99.0%となっています（平成 27 年度末現在）。 

 

図表 2-7 日野町木造住宅耐震診断員派遣事業による診断結果（平成 27年度末現在） 

上部構造評点 判 定 棟 数 比 率 

0.7 未満  倒壊する可能性が高い 97 棟 95.1% 

0.7 以上 1.0 未満 倒壊する可能性がある 4 棟 3.9% 

1.0 以上 1.5 未満 一応倒壊しない 1 棟 1.0% 

1.5 以上 倒壊しない 0 棟 0.0% 

合  計 102 棟 100.0% 

 

② 住宅の耐震改修の状況 

町は県と協力し、「木造住宅耐震・バリアフリー改修事業」を実施していますが、平成 27 年

度末現在、改修の実績はありません。 

 

③ 住宅の耐震化率 

平成 25 年の住宅・土地統計調査を基に、県の耐震化率算定報告（H25 県内市町）に準拠し

て推計した本町における平成 27 年度の住宅の耐震化率は約 68.7％であり、住宅総数約 8,020

戸のうち、耐震性のある住宅は約 5,510 戸と推計されます。 
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図表 2-8 日野町における住宅の耐震化率 

                                     単位：戸 

  耐震性あり 

計 一戸建 共同等 計 一戸建 共同等 

① ③ ①－③ ② 
S55 以前: 12％ 
S56 以降:100％

改修
実績

S55 以前: 76％ 
S56 以降:100％

改修 
実績 

住宅総数 8,020 6,560 1,460 5,510 4,120 70 1,320 －

昭和55年以前 3,340 2,770 570 830 330 70 430 －

昭和56年以降 4,680 3,790 890 4,680 3,790 － 890 －
 

住宅総数比率 計 

昭和55年以前 41.6％

昭和56年以降 58.4％

 

（平成 27年度の現状値：平成 25年住宅・土地統計調査資料より） 

 

 

 

注１ 住宅総数は、居住世帯のある住宅を示しており、空家等は除いている。 
注２ 改修実績は県の耐震化率算出報告/H25 県内市町の 15～25 年の日野町の算定表の実績値を使用、 
   共同等は戸建て実績に含むとして扱った。 

注３ 昭和 55年以前の耐震性ありの割合（12%、76%）は、県(国)と同様とした。 

注４ 昭和 56年以降は全て耐震性能を有するもの（100％）とした。 

注５ 建築年代の不詳については、昭和 55年以前と昭和 56年以降の割合でそれぞれ配分した。 

 

(2) 特定既存耐震不適格建築物 

① 特定既存耐震不適格建築物の耐震診断の状況 

本町と県は協力して、平成 12 年度から特定建築物の耐震診断「既存民間建築物耐震診断促

進事業」を実施していますが、現在まで実績はありません。 

 

② 特定既存耐震不適格建築物の耐震化率 

特定既存耐震不適格建築物の耐震化率は、図表 2-9 に示すとおりであり、89.8％となってい

ます。 

注 1 本計画では国の目標設定の考え方に準じ、定められた用途や規模を満たすもの全て（建築基準法

等の耐震関係規定に適合しているものを含む）を特定既存耐震不適格建築物として集計した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化率 ②／①＝住宅総数:68.7％ 

S55 年以前:24.9％ 

S56 年以降:100.0％ 
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図表 2-9 特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状 

法 

用 途 昭和 56年
5月以前
の建築物

(棟) 

① 

昭和 56年
6月以降
の建築物

(棟) 

② 

建築物数
(棟) 

③ 
(①＋②)

①のうち 
耐震性有 
建築物数 
(棟) 

④ 

耐震性有
建築物数
(棟) 

⑤ 
(②＋④)

耐震化率
（％）

 

(⑤／③) 日野町の対象施設 

法
第
14
条
第
１
号 

災害時に重要

な機能を果た

す建築物 

町庁舎、幼稚園、小・中学校 13 21  34 12 33 97.1

社会福祉施設
病院 

公 共 12 14  26 11  25 96.2

民 間 1 7 8 1 8 100.0

不特定多数の

者が利用する

建築物 

店舗、ホテル、劇場 1 4 5 0 4 80.0

 
公 共 0 1 1 0 1 100.0

民 間 1 3 4 0 3 75.0

特定多数の者

が利用する建

築物 

賃貸共同住宅、工場、事務所 8※ 30 38 2 32 84.2

 
公 共 0 2 2 0 2 100.0

民 間 8 28 36 2 30 83.3

公 営 住 宅 町営住宅 0 1 1 0 1 100.0

  22 56 78 14 70 89.7

小  計 公 共 12  18  30 11  29 96.7

民 間 10 38 48 3 41 85.4

第
２
号 

危険物の貯蔵場または処理場の用途に供
する建築物 

4※ 34 38 0 34 89.5

 
公 共 0 0 0 0 0 － 

民 間 4 34 38 0 34 89.5

第
３
号 

地震によって倒壊した場合においてその
敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の
者の円滑な避難を困難とする恐れのある
建築物 

0 2 2 0 2 100.0

 
公 共 0 0 0 0 0 － 

民 間 0 2 2 0 2 100.0

合   計

  26 92 118 14 106 89.8

 
公 共 12 18 30 11 29 96.7

民 間 14 74 88 3 77 87.5

 

※ 第 1号と第 2号で重複（1棟） 

 

(3) 要緊急安全確認大規模建築物の耐震診断の状況 

本町における、要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況は 100％となっています。 

 

図表 2-10 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化の状況 

施設名 所在地 用途 耐震改修 

日野町役場庁舎 日野町河原一丁目 1 庁舎 実施済 

必佐小学校（校舎 1） 日野町小御門 433 学校 実施済 

必佐小学校（校舎 2） 日野町小御門 433 学校 実施済 
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２－３．耐震改修等の目標設定 

 

 国の「新成長戦略」（平成 22 年 6 月閣議決定）、「住生活基本計画（全国計画）」（平成 23 年 3

月閣議決定）などの計画で、住宅の耐震化率の目標を平成 32 年に 95％としています。 

また、「国土強靭化アクションプラン 2015」においては、多数の者が利用する建築物の耐震化

率を平成 32 年度 95％との目標設定が示されています。 

県はこの目標及び耐震化の現状を踏まえ、平成 37年度末までに、住宅については耐震化率 95％、

多数の者が利用する建築物については耐震化率を 96.5%とすることを目標として、耐震改修促進

に取り組むこととしております。 

本町においても、平成 37 年度末において住宅については耐震化率 95％、特定既存耐震不適格

建築物については耐震化率 95％を目標とします。 

公共建築物については、不特定多数の利用者が多いとともに、災害時の救助・避難拠点として

重要な役割を果たす施設が多いことから、防災上特に重要な施設から耐震化を進めます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の目標耐震化率 

 ○住宅：平成 37 年度末に 95％ 

 ○特定既存耐震不適格建築物：平成 37年度末に 95％ 

中間目標 

 ○住宅：平成 32 年度末に 90％ 

 ○特定既存耐震不適格建築物：平成 32年度末に 90％ 
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 (1) 住宅の耐震化の目標 

町内の住宅総数は、平成 27 年度の約 8,020 戸から、平成 37 年度末の約 9,200 戸に増加する

と予測されます。その内訳は、平成 27 年度から平成 37 年度末までに 530 戸の住宅が滅失し、

1,710 戸の住宅が新築されるものと推計されます。 

平成 37 年度末の耐震化率を目標値の 95％とするためには、約 1,580 戸の耐震改修が必要とな

り、早急に改修事業の実施を図る必要があります。 

 

図表 2-11 住宅の耐震化の現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表および図挿入） 

 

 

  

 

図表 2-12 耐震化率の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度のストック全体            平成 37 年度末のストック全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         

                      

総    数：8,020 戸 

耐震性不十分：2,510 戸【耐震化率】 

68.7％

総    数：9,200 戸 

耐震性不十分：  460 戸【耐震化率】 

95.0％

新    築：1,710 戸 

（すべて耐震性あり） 

(H37 年度末住宅戸数－H27 年住宅数＋滅失住宅戸数）

滅        失：530 戸 
耐震性不十分：410 戸 

 既        存：7,490 戸 
耐震性不十分：2,040 戸 

既        存： 7,490 戸 
耐震性不十分：   460 戸 
耐震改修の 
目標設定戸数:  1,580戸（年間158戸）

 

平成 27 年度～37 年度末に滅失･空家化 

平成 27 年度～37 年度末までに建設 
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図表 2-13 世帯数および住宅戸数の将来推計 

 平成 27年 推計値 平成 32年 推計値 平成 37年 推計値 備考 

①推計人口 21,958 22,257※3 21,890  

②世帯人員 2.629  2.452  2.286  推計値 

③推計世帯数 8,352 9,077 9,576 ①/② 

④補正値 1.0087 1.0087 1.0087 平成 27年の⑤/③  

⑤将来世帯数 8,425※１ 9,156 9,659 ③×④ 

⑥住宅数の推計 8,020※2 8,720 9,200 将来世帯数×換算率 

 

※1 平成 27 年 10 月滋賀県の人口統計の世帯数 

※2 住宅総数は、平成 25年の換算比率（住宅戸数／世帯数比＝0.952）により推計した。 

※3 推計人口は、日野町人口ビジョンの将来展望人口の数値、世帯人員はトレンドから推計した。 

※4 住宅数の推計値は、１位で四捨五入して 10位までを有効数値として表章した。 

 

(2) 特定既存耐震不適格建築物の耐震化の目標 

地震による死者数および経済被害額を半減させるためには、減災効果の大きな特定既存耐震

不適格建築物を優先して耐震化に取り組む必要があります。 

特定既存耐震不適格建築物の耐震化を進めるにあたっては、災害対策の指揮命令中枢機能施

設、災害応急対策実施上必要な拠点施設などの｢災害時に重要な機能を果たす建築物｣を最優先

とし、町の公共施設など｢不特定多数の者が利用する建築物｣についても優先して耐震化を進め、

図表 2-12 に示すとおり、平成 37年度末に 95％を目標とします。 

 

図表 2-14 特定既存耐震不適格建築物の耐震化の現状と目標 
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２－４．町が所有する公共建築物の耐震化 

 

県は、公共建築物のうち、県所有の倉庫や車庫、設備用建物などを除く建築物を重要な施設と

して位置付けています。具体的には、県有施設耐震化計画に基づき、「防災上特に重要な県有施

設」と「防災上重要な県有施設」に区分し、「防災上特に重要な県有施設」から耐震化を進める

こととしています。 

本町においても、特定既存耐震不適格建築物の有無を問わず耐震化に向け取り組みます。この

中で、町有施設については、「防災上特に重要な施設」、「防災上重要な施設」を抽出し、「防災上

特に重要な施設」から耐震化を進めます。 

なお、このうち「防災上特に重要な施設」については、平成 37年度末までに耐震化率を 100％

に達することを目標とします。 

 

図表 2-13 町有施設等の耐震化状況 

 施設区分 

全建築物 

 
Ａ 

（棟） 

Ｓ56年5月以

前の建築物  
B 

（棟） 

Ｓ56年6月以

降の建築物  
Ｃ 

（棟） 

Ｂ欄のうち 

耐震化済 
Ｄ 

（棟） 

耐震化率 

Ｅ=(C+D)/A 
Ｈ27 年度末

（％） 

耐震化目標 

 
（％） 

防災上特に
重要な施設 

社会福祉施設 6 0 6 0 100.0

学校関係施設 25 3 22 3 100.0

利用の多い町民供用施設 9 1 8 1 100.0

防災拠点施設(町役場) 2 2 0 1 50.0

小 計 42 6 36 5 97.6 100.0 

防災上重要
な施設 

その他の町民供用施設 38 11 27 2 76.3  

小 計 38 11 27 2 76.3 90.0 

計 80 17 63 7 87.5

町営住宅※１ 10 0 10 0 100.0 100.0 

合  計 90 17 73 7 88.9  

 

※1 中山大谷団地 5棟は政策的空家のため含まない。 
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３ 耐震診断および耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

 

３－１．耐震診断・耐震改修の促進に関わる基本的な取組方針 

 
建築物の耐震化を促進するためには、まず、住宅・建築物の所有者等が、地域防災対策を自ら

の問題、地域の問題として意識を持って取り組むことが大切です。「自らの命や財産は自ら守る」

ということが大原則であり、住宅・建築物の所有者等は、このことを十分に認識して、自らの努

力のもと耐震化を進めることが重要です。 

また、平成 25 年の耐震改修促進法の改正により、耐震性を有さないおそれのあるすべての住

宅・建築物の所有者はその住宅・建築物について耐震診断を行うよう努めなければならないこと

と、耐震診断の結果により必要に応じて耐震改修を行うよう努めなければならないことが定めら

れました。 

こうした所有者等の取り組みをできる限り支援するため、町、自治会、県等は、図表 3-1 に示

すとおり、それぞれが役割を担い、所有者にとって耐震診断および耐震改修を行いやすい環境の

整備や負担軽減のための制度の構築など必要な施策を講じることとします。 
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図表 3-1 耐震診断・改修促進施策の実施機関と役割 

施策 実施機関 実施する施策の内容 

普及･啓発 

県 ・地震防災対策情報に関するテレビ番組の制作・放映によ

る啓発 

・パンフレットの作成・配布 

・広報、耐震化啓発セミナー、出前講座による啓発 

・情報の提供（概算的平均的工事費用、被害想定、地震動

予測等の地震関連情報等の提供） 

・既存建築物の耐震相談窓口の開設 

・防災関連機関との連携 

・建築物防災週間、既存建築物防災点検や既存建築物の定

期報告の機会を利用した指導の実施 

町 ・パンフレットの設置 

・広報、出前講座による啓発 

・情報の提供（地震防災マップ等） 

・防災関連機関や地元自治会との連携 

地元自治会 ・各種情報の周知（パンフレットの配布等） 

・広報等による啓発・周知 

・地域の危険箇所の点検等地域防災対策の推進 

建築関係団体 ・パンフレットの設置 

・既存建築物の耐震相談窓口の開設 

技術者の育成･登録 

診断員の養成 

県 

建築関係団体 

(一財)滋賀県建築住宅センター

・木造住宅耐震診断員養成講習会の開催 

・建築技術者講習会の開催 

・木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会の開催 

・受講者の登録、町民への情報提供 

耐震診断 

県 ・町木造住宅耐震診断員派遣事業への支援 

・町既存民間建築物耐震診断促進事業への支援 

・事業手法に応じた診断法の検討（伝統構法等） 

・町木造住宅耐震改修概算費用作成事業への支援 

町 ・木造住宅耐震診断員派遣事業の実施 

・既存民間建築物耐震診断促進事業の実施 

・木造住宅耐震改修概算費用作成事業の実施 

(一財)滋賀県建築住宅センター ・木造住宅耐震診断員派遣事業の受託 

・木造住宅耐震改修概算費用作成事業の受託 

診断改修計画の認定 

県 ・認定制度の普及 

・耐震改修計画の認定 

耐震改修検討委員会 ・耐震改修計画の内容についての検討 

耐震改修 

県 ・町木造住宅耐震・バリアフリー改修事業への支援 

・改修技術、工法などの検討 

町 ・木造住宅耐震・バリアフリー改修事業の実施 

重点地区の 

耐震性能の向上 

県 ・町との協議、連携 

・指導、啓発 

町 ・重点地区の選定 

・重点地区の整備の検討、指導、啓発 

重要建築物の 

耐震性能の向上 

県 ・県有建築物の耐震診断・改修の推進 

・啓発、指導、指示等 

・公共建築物の台帳整備（進行管理） 

・建築物の台帳整備（進行管理） 

町 ・町有建築物の耐震診断・改修の推進 

・公共建築物の台帳整備（進行管理） 
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３－２．耐震診断・耐震改修の促進を図るための施策 

 
町民に対し既存建築物の耐震診断および耐震改修の普及・啓発に積極的に取り組むとともに、

国・県の交付金制度または補助金制度を活用しながら、既存建築物の耐震改修の促進を図ります。 

また、耐震診断や耐震改修に対する融資制度や税の優遇措置、耐震改修促進法による建築基準

法の特例措置といった支援策の周知を図っていきます。 

 

図表 3-2 耐震診断・耐震改修に対する助成措置 

事 業 名 
対 象 内 容 

住宅 非住宅 診断 改修 

日野町木造住宅耐震診断員派遣事業 ○  ○  

日野町木造住宅耐震・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修等事業 ○   ○ 

日野町既存民間建築物耐震診断事業 ○ ○ ○  

日野町木造住宅耐震改修概算費用作成事業 ○    

 

(1) 日野町木造住宅耐震診断員派遣事業（無料耐震診断）の概要 

町は県と協力して、平成 15 年度から旧耐震基準で建築された在来木造住宅（昭和 56 年 5 月

以前着工）の無料耐震診断事業である「日野町木造住宅耐震診断員派遣事業」を実施していま

す。今後、さらに制度のＰＲ、ならびに診断員に関する充分な情報提供を行い、制度活用への

誘導を積極的に推進します。 

 

図表 3-3 日野町木造住宅耐震診断員派遣事業の制度概要 （平成 27 年度末現在） 

対象建築物 耐震診断の費用 

次のいずれにも該当する「木造住宅」 

 ア 昭和 56年 5月 31 日以前に着工され、完成しているもの。 

 イ 延べ面積の過半の部分が住宅の用に供されているもの。 

 ウ 階数が２階以下かつ延べ面積が 300 ㎡以下のもの。 

 エ 木造軸組工法で建築されているもので、枠組み壁工法、丸太組み工法 

   の住宅ではないもの。 

 オ 国土交通大臣等の特別な認定を得た工法による住宅ではないもの。 

無料（負担なし） 
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(2) 日野町木造住宅耐震・バリアフリー改修等事業の概要 

木造住宅の耐震改修を進めるため、バリアフリー改修と併せて補助を行い、所有者の経済的

な負担を軽減し耐震改修を促進する事業です。 

本町において実施したアンケート調査の結果※によると耐震改修をしない理由として「耐震改

修に多額の費用がかかるから」という理由が最も多くあげられました。今後、さらに制度のＰ

Ｒを行い、制度活用への誘導を積極的に推進します。 

 

※日野町木造住宅耐震診断員派遣事業による耐震診断の結果、耐震性がない（上部構造評点が 0.7 未満）

と診断された住宅所有者に対して実施した「木造住宅耐震診断・耐震改修に関するアンケート調査」（平

成 28 年 2月実施）による。 

 

図表 3-4 日野町木造住宅耐震・バリアフリー改修等事業の制度概要 （平成 27 年度末現在） 

対象建築物 補助基本額 

次のいずれにも該当する「木造住宅」 

・昭和 56年 5月 31日以前に着工され、完成しているもの。

・延べ面積の過半の部分が住宅の用に供されているもの。階
数が２階以下かつ延べ面積が 300 ㎡以下のもの。 

・木造軸組工法で建築されているもので、枠組み工法、丸太
組み工法の住宅ではないもの。 

・国土交通大臣等の特別な認定を得た工法による住宅でない
こと。 

・耐震診断の結果、評点が 0.7 未満と判断されたもので、耐
震改修により、評点を 0.7 以上にする工事であること。（バ
リアフリー工事を併せて行うことも可能） 

・木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会修了者の名簿
に登録された設計者・施工者によるものであること。 

・50万円＜対象工事費≦100 万円 
１０万円 

 
・100 万円＜対象工事費≦200 万円 

２０万円 
 

・200 万円＜対象工事費≦300 万円 
３０万円 

 
・300 万円＜対象工事費 

５０万円 

 

●木造住宅耐震・バリアフリー改修等事業への割り増し補助金の制度概要 

木造住宅耐震・バリアフリー改修等事業費補助金を受け、次の①～③までにより算出した額

を加えた額を限度とする補助金制度があります。 

  ①主要道路沿い耐震改修割増事業 

   緊急輸送道路沿いおよび、町が定める避難路沿いの住宅を耐震改修する場合、予算の範囲内 

  において割増しの補助金を支給します。 

    （補助対象経費 100 万円を超えるもの 1戸あたり 10万円） 

  ②高齢者世帯耐震改修工事割増事業 

   65 歳以上の高齢者を含む世帯が耐震改修工事をする場合、予算の範囲内において割増しの補 

  助金を支給します。（補助対象経費 100 万円を超えるもの 1 戸あたり 10 万円） 
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  ③県産材利用耐震改修モデル事業費補助金 

   日野町木造住宅耐震・バリアフリー改修事業時に「木の香る淡海の家推進事業」の申請を同 

  時に行い採択された場合、使用する県産木材の使用数量に応じ補助します。 

 

県産材利用数量 
0.25  を超え 

0.45  以下 

0.45  を超え 

0.70  以下 
0.70  を超える 

補助金額 5 万円 10 万円 20 万円 

※ 県産材利用数量は、木の香る淡海の家推進事業で県産材の提供を受けた数量、ならびに、びわ湖材産

地証明制度要綱に基づき証明された数量の合計とする。 

 

(3) 日野町既存民間建築物耐震診断事業の概要 

県は、平成 12 年 9 月１日から、昭和 56 年 5 月以前に着工された特定既存耐震不適格建築物

および住宅に対し、耐震診断補助を実施しています。 

本町においても、今後、制度のＰＲを行い、制度活用への誘導を積極的に推進します。 

 

図表 3-5 日野町既存民間建築物耐震診断促進事業の制度概要  

対象建築物 補助基本額 

・要緊急安全確認大規模建築物 

・特定既存耐震不適格建築物 

・要安全確認計画記載建築物 

上限 200 万円 

・昭和 56年以前に建築された住宅（長屋・共同住宅） 上限 200 万円 

・昭和 56年以前に建築された住宅（住宅） 上限 8.6 万円 

 

(4) 日野町木造住宅耐震改修概算費用作成事業の概要 

昭和 56年 5 月以前に建築されている木造住宅で、耐震診断員派遣事業により、上部構造評点

0.7 未満（耐震性がない）と判定された木造住宅の所有者が希望した場合に、耐震性がないと判

定された木造住宅を上部構造評点 0.7 以上に引き上げる耐震改修の補強案と概算費用の算出を

行います。 

 本町において実施したアンケート調査の結果※によると「現在のところ改修の予定はない」と

いう回答が最も多くあげられました。しかし平成 27 年度から実施された当制度については約 4

割の回答者が「制度を利用したい」、「制度について詳細な説明を聞きたい」という回答をされ

ています。今後、さらに制度のＰＲを行い、制度活用への誘導を積極的に推進します。 

 

※日野町木造住宅耐震診断員派遣事業による耐震診断の結果、耐震性がない（上部構造評点が 0.7 未満）

と診断された住宅所有者に対して実施した「木造住宅耐震診断・耐震改修に関するアンケート調査」（平

成 28 年 2月実施）による。 
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図表 3-6 日野町木造住宅耐震改修概算費用作成事業の制度概要 

対象建築物 概算費用作成費用 

次のいずれにも該当する「木造住宅」 

 ア 昭和 56年 5月 31 日以前に着工され、完成しているもの。 

 イ 延べ面積の過半の部分が住宅の用に供されているもの。 

 ウ 階数が２階以下かつ延べ面積が 300 ㎡以下のもの。 

 エ 木造軸組工法で建築されているもので、枠組み壁工法、丸太組み工法

   の住宅ではないもの。 

 オ 国土交通大臣等の特別な認定を得た工法による住宅ではないもの。 

 カ 耐震診断の結果、上部構造評点が 0.7 未満と判定されたもの。 

無料（負担なし） 

 

(5) 耐震改修促進法による支援措置の概要 

「耐震改修促進法」により、耐震改修計画の認定を受けた建築物について、以下の支援措置

が講じられていることから、これらの周知を図ります。 

●建築基準法の特例 

①既存不適格建築物の制限の緩和 

   既存不適格建築物について、一定の基準に適合する場合、耐震改修工事後も既存不適格建築 

  物として取り扱うことができます。 

②耐火建築物に関する制限の緩和 

   耐震改修工事により、やむを得なく耐火建築物に関する規定に適合しなくなる場合、火災を 

  早期覚知できる一定の措置が講じられれば、当該規定は適用されません。 

③建築確認手続きの特例 

計画の認定をもって建築確認とみなされ、建築基準法の手続きが簡素化されます。 

④耐震改修計画の認定基準の緩和および容積率・建ぺい率の特例 

   新たな耐震改修工法も認定可能になるよう、耐震改修計画の認定制度について対象工事拡大 

  および容積率・建ぺい率の特例措置が拡充されました。 

⑤区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定 

   耐震改修の必要性の認定を受けた区分所有建築物（マンション等）について、大規模な耐震 

  改修を行おうとする場合の決議要件が緩和されました。 

⑥耐震性に関する表示制度 

   耐震性を確保し認定を受けた建築物について、その旨を表示できる法定制度が創設されまし 

  た。 
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 (6) 住宅に係る耐震改修促進税制の概要 

   個人が旧耐震基準の住宅の耐震改修を行った場合に、所得税および固定資産税の減免が受け 

  られる優遇税制を実施しています。 

所得税 

・平成 21 年 1 月 1 日から平成 31 年 6 月 30 日までの間に、昭和 56 年 5

月 31 日以前に着工された現行の耐震基準に適合しない個人が主として居

住の用に供する家屋で、耐震改修工事を実施し、耐震改修後の上部構造評

点が 1.0 以上となる住宅の耐震改修を行った場合 

工事費の 10％

相当額控除 

固定資産税 

・昭和 57 年 1月 1日以前から所在していた住宅について、現行の耐震基

準に適合する耐震改修（耐震改修後の上部構造評点が 1.0 以上となる改

修）を実施したもの 

・耐震改修工事費が 50万円以上の場合（120 ㎡相当部分まで） 

・平成 25年～平成 27 年に工事を行った場合（翌年度分のみ） 

当該家屋に係

る翌年分の固

定資産税（120

㎡相当分まで）

2 分の 1減額 
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３－３．安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

 
 (1) 事業者情報等の情報提供の拡充 

リフォーム事業者・工務店は、町民が改修工事を行うときの最も身近な存在である一方、「悪

質リフォーム」の問題があり、耐震改修が促進されない要因の一つとなっているとも考えられ

ます。これらの事業者に対する町民の不安を解消するために、町の耐震診断等担当窓口におい

て、耐震改修の登録設計者、登録施工者情報についての町民からの相談について対応していき

ます。 

併せて、無料耐震診断の事業である「日野町木造住宅耐震診断員派遣事業」および「日野町

木造住宅耐震改修概算費用作成事業」、「日野町木造住宅耐震･バリアフリー改修等事業」につい

て、引き続き町民へ広く周知します｡ 

(2) 耐震改修設計者、施工者の登録状況、紹介体制について 

木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会修了者の登録名簿を、町の担当窓口に設置しま

す。 

(3) 耐震診断、耐震改修技術者の講習会の開催の周知 

耐震診断、耐震改修技術者の講習会の開催状況は次のとおりです。 

本町においても、今後、講習会の開催について積極的に周知します。 

 

図表 3-10 木造住宅耐震診断員養成講習会の開催状況（平成 27年 9 月現在） 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

3 6 7 4 1 2 2 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 合計 

2 2 1 2 3 3 38 
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(4) 情報提供のホームページ等 

町の窓口では、耐震診断申込書を備え付けるほか、木造住宅の耐震補強工法等に関する新し

い情報や、耐震改修実例の紹介をしています。また、町のホームページでも、木造住宅の無料

耐震診断や耐震改修工事の補助に関する案内を行っています。 

滋賀県のホームページでは、耐震改修セミナー、滋賀県木造住宅耐震診断員講習会、および

滋賀県木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会等の案内を行っています。 

さらに、一般財団法人滋賀県建築住宅センターのホームページでは、耐震診断員派遣事業の

概要について公開しています。 

■日野町ホームページ http://www.town.shiga-hino.lg.jp/ 

■滋賀県ホームページ（地震対策情報）     

  http://www.pref.shiga.lg.jp/bousai/portal/kanren/jishin.html 

■（財）滋賀県建築住宅センタ－ http://www.zai-skj.or.jp/ 

■国土交通省 耐震支援ポータブルサイト http://www.kenchiku-bosai.or.jo/portal/index.html 

■一般財団法人 日本建築防災協会ホームページ http://www.kenchiku-bosai.or.jp/ 
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３－４．地震時の建築物の総合的な安全対策に関する事業 

 
ブロック塀の倒壊防止対策、窓ガラス等の落下防止対策等についても啓発を行います。 

また、町の広報誌・パンフレットを配布し、耐震化促進に関する啓発活動を実施します。 

さらに住宅は、地域の構成要素であり、住宅の耐震化が避難道路をその倒壊によってふさぐこ

とから守る等、地域防災として捉え、自治会等の地域団体が主体となった取り組みや啓発を行い

ます。 

なお、具体的な方策については、下記の方針により取り組みを行っていきます。 

(1) ブロック塀等の安全対策 

地震によって塀が倒れると、死傷者が出る恐れがあるばかりでなく、地震後の避難や救助・

消火活動にも支障が生じる可能性があり、ブロック塀等の安全対策を行っていく必要がありま

す。 

具体的な取り組みとして、出前講座の開催や町民向け防災パンフレット等を通じて、ブロッ

ク塀、窓ガラス、ベランダ、屋根等、倒壊による住宅の危険性について周知し、これらの安全

対策に対する意識の向上を図っていきます。 

(2) 窓ガラス、天井落下防止対策等について 

人の通行が多い沿道に建つ建築物や、避難路沿いにある建築物の窓ガラスの地震対策、外壁

に使われているタイルや屋外広告物等の落下防止対策、また大規模空間を持つ建築物の天井崩

落対策等について、建築物の所有者、管理者等に対し安全対策措置を講じるよう、啓発・指導

を行っていきます。 

(3) エレベーターの地震防災対策 

平成 18 年４月に社会資本整備審議会建築分科会から報告のあった「エレベーターの地震防災

対策の推進について」における基本的な考え方を踏まえ、エレベーターの地震の防災対策につ

いて所有者、管理者等へ積極的に周知を図る必要があります。 

①エレベーターの耐震安全性の確保。 

②地震時管制運転装置の設置。 

③閉じこめが生じた場合に早期に救出できる体制整備。 

④平常時における地震時のエレベーターの運行方法等の情報提供や地震時の閉じ込めが生じ

た際におけるかご内や乗り場での適切な情報提供。 

など、地震時のリスク等を建物所有者に周知し、安全性の確保に努めていきます。 

また、平常時から乗り場やかご内における掲示、地域の防災訓練の活用等により、地震時の

エレベーターの運行方法や閉じ込められた場合の対処方法などについて、利用者に周知します。 

平成 17年 7 月の千葉県北西部地震でのエレベーターの釣合おもりの脱落やレールの変形、お

よび平成 18 年 6月に東京都港区で起きた事故により、利用者の安全を確保するために建築基準

法が改正され、以下の項目の技術基準の見直しが行われました。 
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①戸開走行保護装置の設置義務付け 

②予備電源を設けた地震時等管制運転装置の設置義務付け 

③エレベーターの安全にかかわる技術（かご、主要な支持部分、昇降路ならびに駆動装置お

よび制御装置の構造）の明確化 

平成23年 3月に発生した東日本大震災においてエレベーターの釣合おもりの脱落やレールの

変形等が複数発生し、これを受け平成 25年 7 月に「建築基準法施行令を改正する政令」が公布

され、エレベーターの脱落防止対策に関する建築基準法施行令、告示が以下の項目のように制

定および一部改正されました。 

①釣合おもりの脱落防止構造の強化 

②地震に対する構造上の安全性を確かめるための構造計算の規定追加 

③荷物、自動車用エレベーターの適用除外規定の変更 

以上の法の改正内容を、建築物の所有者、管理者等に対し安全対策措置を講じるように周知

します。 

(4) エスカレーターの地震防災対策 

平成 23年 3 月に発生した東日本大震災においてエスカレーターの脱落が発生しました。これ

を受け平成 25年 7 月に「建築基準法施行令を改正する政令」が公布され、エスカレーターの脱

落防止対策に関する建築基準法施行令、告示が以下の項目のように制定および一部改正されま

した。 

①十分な「かかり代」を設ける構造方法 

②脱落防止措置（バックアップ措置）を講じる構造方法 

以上の法の改正内容を、建築物の所有者、管理者等に対し安全対策措置を講じるよう周知し

ます。 

(5) 家具の転倒防止対策 

家具が転倒することにより負傷したり、避難や救助の妨げになることが考えられます。住宅

内部での身近な地震対策として、家具の転倒防止に関するパンフレット等の配布や出前講座に

おいて町民に周知するとともに、効果的な家具の固定方法の普及徹底を図っていきます。 

(6) その他の建築設備の転倒防止、破損防止の対策について 

給湯設備、配管等の設備に対して、地震により、転倒、破損がないように建築物の所有者、

管理者等に対し安全対策措置を講じるよう周知します。 

(7) 地震時の住宅火災の防止について 

消防法および火災予防条例の改正により、すべての住宅に「住宅用火災警報器」の設置が必

要となったことを周知し、啓発に努めます。 
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３－５．地震発生時に通行を確保すべき道路 

 

地震発生時に通行を確保すべき道路※１は、「滋賀県既存建築物耐震改修促進計画（平成 28年 3

月」で定められた緊急輸送道路、および町地域防災計画で定めた緊急輸送道路とします。これら

の道路沿いの建築物は耐震診断・改修の努力義務の対象となります。 

※１ 耐震改修促進法第 5条第 3項第 3号、耐震改修促進法第 6条第 3項 2 号 

 

図表 3-8 地震発生時に通行を確保すべき道路 
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３－６．重点的に耐震化するべき区域 

 

地震被害の発生しやすい地域（震度が相対的に高くなる地域等）における木造住宅密集地、

並びに前述の地震発生時に通行を確保すべき道路の沿道を重点的に耐震化すべき区域とします。 

 

図表 3-9 木造住宅の分布状況（平成 20年作成） 
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３－７．優先的に耐震化に着手すべき建築物 

 
地震に伴う倒壊等による被害を減少させる観点から、優先的に耐震化に着手すべき建築物を設

定します。 

 

ア 住宅については、旧基準建築物の木造住宅の過去の地震における被害状況、新基準建築物

の構造種別に応じた法改正、告示基準の制定等を踏まえ、旧基準建築物に該当する木造住宅

については、その耐震性について特に問題があると考えられることから「重点的に耐震化を

図る建築物」とします。 

 

イ 耐震改修促進法第 14 条第 1 号に該当する建築物ついては多数の者が利用する建築物であ

り地震発生時に利用者の安全を確保する必要が高いこと、耐震改修促進法第 14 条第 2 号に

該当する建築物については危険物を取り扱う建築物であり倒壊した場合多大な被害につな

がるおそれがあること、耐震改修促進法第 14 条第 3 号に該当する建築物については倒壊し

た場合道路を閉塞し多数の者の円滑な避難を妨げるおそれがあることから、全ての特定既存

耐震不適格建築物を「重点的に耐震化を図る建築物」とします。 

このうち、地震が発生した際に応急対策活動の拠点となる災害対策本部および庁舎、医療

活動拠点となる病院、避難収容拠点となる学校、要介護施設である社会福祉施設等その他の

防災上重要な建築物については、「より重点的に耐震化を図る建築物」とします。 

 

ウ 特定既存耐震不適格建築物に該当しない町有建築物についても、町民の安全の確保、地震

時における応急対策活動の拠点施設や避難施設としての利用の観点から「重点的に耐震化を

図る建築物」とします。 

 

図表 3-10 優先的に耐震化すべき建築物 

区分 施設 

災害対策上重要な機能を果たす建築物※ 町庁舎、避難所となる学校・公民館等 

災害時に多大な被害につながる恐れがある建築物 危険物貯蔵庫等 

多数の人々が利用している建築物 大型商業施設、事務所、工場等 

地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物 倒壊により緊急車両の通行や住民の避難、

緊急物資の輸送に影響が出る建築物 

生活の基盤となる建築物 住宅等 

上のいずれにも含まない町有建築物 町有建築物 

※より重点的に耐震化を図る建築物を示す。 
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４ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発および知識の普及に関する事項 

 

４－１．地震ハザードマップの活用 

 

地震被害を緩和するためには、住宅・建築物の耐震化によるハード面での対策を着実に進める

とともに、災害情報の伝達体制や避難誘導体制の充実、ハザードマップの活用・浸透や過去の災

害事例の紹介等による、住民の防災意識の啓発等、ソフト面での対策を推進することが重要です。 

本町においては、町民・建物所有者の意識啓発のため、平成 19 年度に作成した「地震防災マ

ップ（地震ハザードマップ）」の活用を推進します。地震ハザードマップは、地震被害の発生見

通しと、避難方法等に関する情報を、住民にわかりやすく事前に提供することによって、平常時

からの防災意識の向上と、住宅･建築物の耐震化を促進する効果が期待されます。 

 

４－２．相談体制の整備および情報提供の充実 

 
町に設けた相談窓口を通じて、充分な情報提供と制度活用への誘導を推進します。今後は、県

との連携を基に、これらの窓口を通じて、「日野町木造住宅耐震診断員派遣事業」「日野町木造住

宅耐震・バリアフリー改修事業」等に関する具体的な支援方策について充分な情報提供と制度活

用への誘導を推進します。また、県等が実施している住宅相談や窓口を活用した相談体制の充実

方策について検討します。 

 

４－３．パンフレット作成・配布、セミナー・講習会の開催 

 
本町では県と連携して、建築物の所有者に対して建築物の地震に対する安全性の向上に関する

啓発、および知識の普及を積極的に推進します。 

具体的には、耐震診断・改修に関する事業の推進に資するためのパンフレットの作成や町民へ

の配布等を行い、特に、耐震診断を受けていない建築主へ、耐震診断・耐震改修の実施を促す等、

耐震化に向けた施策を強力に進めます。 

現在、湖国すまい・まちづくり推進協議会が開催している県民向け住宅セミナーや県が実施し

ている住宅相談の紹介に努めます。 

その他、下記のような各施策と連携し、普及・啓発に努めます。 

① 住宅月間 

 毎年 10 月は「住宅月間」として、住宅に関し広く普及・啓発を行っていますが、今後この 

中で、町民に対する地震防災対策に関する情報提供を拡充していきます。 

 ② 防災訓練 

 毎年実施される町の防災訓練において、建築物の地震防災対策に対する意識高揚に努めます。 

 ③ 各種調査 

 既存建築物における地震対策等の調査を通じて、所有者、管理者等に対し、地震対策の改善 
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指導を継続して行います。 

④ 出前講座 

県と協力し、自治会等の要請に応じて出前講座を開催し、耐震診断・耐震改修の重要性につい 

て啓発を行います。 

 

４－４．リフォームについて 

 
町の相談窓口において滋賀県木造住宅耐震・バリアフリー改修工事講習会修了者名簿を設置し、

町民に身近な技術者の紹介や情報提供について、一層進めます。 

さらに、住宅のリフォーム、バリアフリーリフォーム等の機会を捉えて、住まいを快適にする

だけでなく、同時に耐震改修することにより耐震性を確保するといった合理的な住宅改修のメリ

ットを知ってもらうための事例等の情報提供について、リフォーム事業者と連携した施策を展開

します。 

 

４－５．自治会等との関係 

 
地震防災対策は、住宅・建築物の所有者等が自らの問題・地域の問題として意識を持って取り

組むことが大切です。 

現在、町では自治会等からの要請に応じて出前講座を実施しており、自治会では独自に災害対

策に取り組んでいるところもあります。 

今後とも、町は県の支援のもと、自治会等と連携した防災活動を強化するなど、地域住民の意

識高揚に努めるものとします。 

 

４－６．防災教育による人材育成 

 
県内の小学校では、総合学習の時間を活用した減災教育に取り組んでいるところもあります。 

今後は、本町においても地震に強い地域づくり、人づくりを推進するために、必要に応じて県

と協力し積極的な支援を行います。 
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５ 建築基準法による勧告または命令等についての所管行政庁※1との連携に関する事項 

 

５－１．耐震改修促進法による指導・助言、指示、公表等の実施 

 
町は県と連携し、県が優先的に指導などを行うべき建築物の選定および実施の手順、公表のあ

り方等について協力します。また、県が町内全ての特定既存耐震不適格建築物及び要緊急安全確

認大規模建築物の状況を調査し、耐震診断が義務付けられている要緊急安全確認大規模建築物の

所有者に対して耐震改修促進法に基づく指導・助言※2を実施できるよう協力します。 

県の指導・助言に従わない場合、または指示対象建築物※3等については、県が必要に応じ指示

を行います。なお、指示を受けた所有者が正当な理由がなく、その指示に従わなかった場合には、

公表を行う等所要の措置が講じられます。 

なお、公表※4の方法については公報、報道発表、ホームページの活用等により行なわれます。 

 

※１ 所管行政庁は、建築基準法による特定行政庁を指す。 
※２ 耐震改修促進法第 12条第 1項、第 15条第 1項、附則第 3条第 3項 
※３ 耐震改修促進法第 12条第 2項、第 15条第 2項、附則第 3条第 3項 
※４ 耐震改修促進法第 12条第 3項、第 15条第 3項、附則第 3条第 3項 

 

(1) 耐震診断命令の方法 

 診断に対する命令は、耐震改修促進法第 8 条第 1 項および第 2 項および附則第 3 条第 3 項に基

づき、対象となる建築物の所有者に対し、診断を実施しない場合、診断結果を報告するよう命令

し、命令したことは耐震改修促進法第 9条および附則第 3条第 3項に基づく公表であることを明

確にするとともに、県からの要請に応じて、町のホームページに掲載する等、町民に広く周知し

ます。 

 

 (2) 耐震診断または耐震改修の指導および助言の方法 

「指導」および「助言」は、耐震改修促進法第 12条第１項および附則第 3条第 3 項に基づき、

既存建築物の耐震診断、耐震改修の必要性を説明して、耐震診断等の実施を促し、その実施に

関し相談に応ずる方法で行なわれます。また、特に耐震診断等の必要な地域の住民に対しては、

地域を対象とした説明会を通して行われることもあります。 

 

 (3) 耐震診断または耐震改修の指示の方法 

「指示」は、下記の建築物について、指導および助言のみでは耐震診断、耐震改修を実施し

ない場合において、その実施を促し、さらに協力が得られない場合には、具体的に実施すべき

事項を明確にした指示書を交付する等の方法で行なわれます。 

 ・耐震診断を指示する建築物 

耐震改修促進法第 15 条第 2 項基づく建築物 

（図表 5－1 の「指示対象となる特定既存耐震不適格建築物」欄を参照） 
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 ・耐震改修を指示する建築物 

  （図表 5－2 の「特定建築物等の指示等を行う建築物の選定」欄を参照） 

「① 耐震診断を指示する建築物」のうち、ランク２．３の建築物（ランクについては、図

表 5-3 各ランクの建築物の耐震性能を参照） 

 

 (4) 耐震診断または耐震改修の指示に従わないときの公表の方法 

「公表」は、耐震改修促進法第 12条第 3項および附則第 3 条第 3 項に基づき、下記の建築物

について、「正当な理由」がなく、耐震診断または耐震改修の「指示」に従わないときに行なわ

れます。 

なお、建築物の所有者が指示を受けて直ちに指示の内容を実施しない場合であっても、耐震

診断や耐震改修の実施計画を策定し、計画的な判断、改修が確実に行われる見込みがある場合

などについては、その計画等を考慮し、公表するか否かの判断がされます。 

公表については、県の要請に応じて町のホームページへの掲載を行います。 

 ①耐震診断の指示に従わないために公表する建築物 

・昭和 56年に改正された建築基準法の構造基準を満足していない建築物 

・所管行政庁の長が特に必要と認めた建築物 

 ② 耐震改修の指示に従わないために公表する建築物 

・ランク２．３の①災害時に重要な機能を果たす建築物 

・ランク３の②不特定多数の者が利用する建築物と③危険物の貯蔵場または処理場の用途に

供する建築物 

 

(5)  耐震診断が義務づけられている建築物の用途 

 耐震診断が義務づけられている要緊急安全確認大規模建築物の用途および規模要件の一覧

を示します。 

（図表 5-1 の「要緊急安全確認大規模建築物」欄を参照） 
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図表 5-1 特定既存耐震不適格建築物一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 35

 

図表 5－2 耐震改修促進法第 15 条第 2 項に揚げられる建築物の指示等を行う建築物の選定基準 
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存
耐
震
不
適
格
建
築
物 

①
災
害
時
に
重
要
な
機
能
を
果
た
す
建
築
物 

ア 

災害応急対策全般の企画立
案、調整等を行う施設 

県庁、市役所、町役場、消防署、警察
署、郵便局、保健所、税務署その他こ
れらに類する公益上必要な建築物 

診
断 

法第15条
第2項の特
定既存耐
震不適格
建築物 

昭和56年以
前の建築物
 
所管行政庁
の長が特に
必要と認め
た建築物 

－ 

イ 

住民の避難所等として使用
される施設 

小・中学校、盲学校、聾学校若しくは
養護学校等

集会所・公民館・体育館 

幼稚園、保育所など 

改
修 

ランク２
・３の建築

物 

ランク２
・３の建築

物 

ランク３
の建築物

ウ救急医療等を行う施設 病院、診療所 

エ
災害時要援護者を保護、入所
している施設 

老人ホーム、老人短期入所施設、児童
厚生施設、身体障害者福祉ホーム等 

オ 交通の拠点となる施設 
車両の停車場または船舶の発着場を構
成する建築物で旅客の乗降または待合
の用に供するもの 

②不特定多数の者が利用する
建築物 

百貨店、マーケットその他物品販売業
を営む店舗 

診
断 

法第15条
第2項の特
定既存耐
震不適格
建築物 

昭和56年以
前の建築物
 
所管行政庁
の長が特に
必要と認め
た建築物 

－ 

ホテル・旅館 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

博物館、美術館、図書館 

展示場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイト
クラブ等 

改
修 

ランク２
・３の建築

物 

ランク３
の建築物

ランク３
の建築物

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行等 

遊技場 

ボーリング場、スケート場、水泳場等

公衆浴場 

自動車車庫または自転車の停留または
駐車のための施設 

③危険物の貯蔵場または処理場の
用途に供する建築物 

－ 
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５－２．建築基準法による勧告または命令等の実施 

 

耐震改修の指示に従わない場合は、建築基準法による県の勧告および命令が行われます。 

町は、建築基準法の勧告、命令制度については、その実施にあたって、明確な根拠が必要なと

ころから、県と連携し協力します。 

建築基準法第 10 条では、建築基準法第６条第１項第１号に掲げる建築物または階数が５以上

で延べ面積が 1,000 ㎡を超える建築物について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置

すれば著しく保安上危険となると認める場合において、保安上必要な措置をとることを勧告、場

合によっては命令することができるとしています。 

県は、耐震改修の指示に従わないために公表した建築物で、建築基準法第６条第１項第１号に

掲げる建築物または階数が５以上で延べ面積が 1,000 ㎡を超えるもののうち、震度５強程度の地

震で倒壊する恐れのある耐震性能ランク３の建築物に対して、建築基準法第 10 条に基づき耐震

改修を勧告し、従わない場合は命令を行う等の措置を行います。 

 

図表 5－3 各ランクの建築物の耐震性能 

 耐震性能 基準 

ランク１ 
所要の耐震安全性が確保されている
が、防災拠点としての機能確保が困難

震度６強程度の地震で倒壊は免
れる 

Ｉｓが0.6以上、0.75未満かつ、
ｑが1.0以上、1.25未満 

ランク２ 
地震の震動および衝撃に対して倒壊
し、または崩壊する危険性がある 

震度６強程度の地震で倒壊する
おそれ 

ランク３以外で、Ｉｓが0.6未満の
場合､またはｑが1.0未満の場合 

ランク３ 
地震の震動および衝撃に対して倒壊
し、または崩壊する危険性が高い 

震度５強程度の地震で倒壊する
おそれ 

Ｉｓが0.3未満の場合 
またはｑが0.5未満 

 
注１ Ｉｓ：耐震診断で算出する構造耐震指標。建物の耐震性能をあらわす数値。0.6 以上は震度６強程度まで安全と判断される

が、震度７の場合は 0.75～0.9 程度必要となる。 

注２ ｑ：必要な保有水平耐力に対する保有水平耐力の比率。 

注３ 耐震性能の震度表記は、現行建築基準法の保有水平耐力の検討が、300～400ｇａｌ(震度６強)であること、構造耐震指

標 Ｉｓ=0.6 は現行建築基準法とほぼ同等であることから、一般に分かり易い震度表記とした。 
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６ その他建築物の耐震診断および耐震改修の促進に関し必要な事項 

(1) 新たに建築される建物の耐震化 

新たに建築される住宅・建築物については、良質な建築物を確保する観点から、適切に建築

されるよう、県が行う建築基準法に基づく中間検査や完了検査に協力します。 

(2) 耐震診断済みおよび耐震改修済み表示制度の活用 

特に民間建築物で、不特定多数の方々が利用する建築物の耐震化を促進するため、耐震診断の

結果、安全が確認された建築物や耐震改修を行った建築物について、安全であることを表示する

制度の活用を検討します。 

 

 

 

 


